
資産 １，３３７億５０６万円 負債 ３９０億４，６７８万円

税収 ９０億４，６３１万円

市債 ２９６億７，６５９万円

地方交付税 ５７億６，２５０万円

長期未払金 ５２億４，２５２万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）など その他 １４億５，６０５万円

引当金 ４１億２，７６７万円

将来支払う必要のある退職手当及び賞不

市役所、学校、道路、公園など

その他 △１億４，０９３万円

純資産 ９４６億５，８２８万円
＜分析＞

（純資産比率　７０．８０％）

投資等 ９１億６，７６１万円

流動資産 ５４億２，０１６万円

現金や現金化できる財政調整基金など

＜分析＞

人にかかるコスト ３９億４，６１４万円

社会保障給付 ５１億８，０５７万円

その他の支出 １０億７，３８０万円

使用料・手数料 △７億８，１８２万円

分担金・負担金・寄附金 △５億９，０３１万円

経常的収支 ４７億４，０７１万円

公共資産整備収支 △４億８，１０１万円

＜分析＞

＜分析＞

○

○

○

○

「社会保障給付」は年々増加しています。また、全国的に
も増加傾向となっています。

「減価償却費」が行政コストの１２．７％を占めており、
施設の老朽化が進んでいます。

受益者負担率が６．０３％で、行政サービスにかかるコス
トが主に税金などでまかなわれてると言えます。

前年度から「経常行政コスト」が大きく増加しています。
主な要因はシステム改修や臨時福祉給付金支給事業などに
伴う、「物件費」や「社会保障給付」の増加です。

○

　（うち現金 ６億５，６３７万円）

投資・財務的収支 △４０億８，５９８万円

平成２６年度期首資金残高 ４億８，２６５万円

○

○

○

市債は、山城支所の整備費や木津中学校の改築費などの支払いのための新規借入額よりも、返済額
が上回ったことなどによって減少しています。

木津中学校及び城山台小学校に係るＵＲ都市機構への債務負担行為について、約１６億円の支出を
翌年度末に予定しているため、その分が「長期未払金」から「未払金」へ振り替えられています。

○ 資産の形成がどの程度純資産によって行われたかを示す「純資産比率」は、前年度と比べわずかな
がら改善（７０．３４％⇒７０．８０％）にし、将来世代の負担が減少しています。

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」
や公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償
還や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した
財務書類です。
どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

「経常的収支」の余剰（地方税や交付税などの一般財源）により、
「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の丌足をまかなって
おり、「経常的収支」の余剰が多いほど、財政に弾力性があると言
えます。

「公共資産整備収支」が大きく減少しているのは、梅美台小学校及
び木津中学校の増改築や城址公園建設事業が皆減したことなどによ
るものです。

○

○

平成２６年度期末資金残高 ６億５，６３７万円

○純資産変動計算書

物件費

行政コストに対して、地方税などの経常的な財源
がどの程度使われているかが分かります。

１年間に提供された行政サービスに、どのくらい
コストがかかったのかを表す財務書類です。

使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コス
ト」は、市税などでまかなうことになります。

マイナンバーに係るシステム改修費などにより「純経
常行政コスト」が増加したことと、地域の元気臨時交
付金、木津中学校の改築などに伴う「補助金等受入」
の減少により、純資産は約４億３，０００万円減少し
ています。

自主財源である「地方税」の増加よりも、「純経常行
政コスト」が増加している状況には注意が必要です。

２１１億　　７６０万円

△２１５億３，８８０万円

純資産の増加

純資産の減少

補助金等 ４８億４，２７４万円

９５０億８，９４８万円

平成２６年度　木津川市財務書類４表

＜普通会計＞

○行政コスト計算書

平成２６年度期末純資産残高

平成２６年度期首純資産残高

○貸借対照表

○

〇

これまでの世代が負担してきた、今
後返す必要がないものです。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道
路、基金など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）
で取得してきたかを表す財務書類です。

木津川市が保有している財産です。
行政サービスの提供能力を表します。

これからの世代の負担として、将来返
す必要があるものです。

「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのよう
に変動したかを表す財務書類です。

市が投資や出資、貸付をしているものや、
特定の目的のために積み立てた基金など

このうち191億1,693万円（64.42％）が交
付税の算定基礎に含まれる見込み

６．０３％

経常行政コスト

３６億８，３３２万円

△２１３億９，７８７万円純経常行政コスト

２２７億７，０００万円

減価償却費 ２９億　　２２６万円

補助金等 ３３億５，９３４万円

９４６億５，８２８万円

純経常行政コスト

他会計への支出 ２６億２，４５７万円

△１３億７，２１３万円

２１３億９，７８７万円

受益者負担率

経常収益

公共資産 １，１９１億１，７２９万円

木津中学校のグラウンド整備の完了や棚倉小学校の校舎改築等による資産の増加よりも、減価償却
による資産の減少（施設の老朽化）や、クリーンセンター施設造成工事が繰越となった影響額の方
が大きく、前年度より資産は減少しています。

資金収支計算書



資産 ２，１１２億１，６０７万円 負債 ８４４億　　４３１万円 税収 ９０億４，６３１万円

長期未払金 ５９億９，３９７万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など

将来支払う必要のある退職手当、賞不など

公共資産 その他 △２９０億８，１７５万円

市役所、学校、道路、公園、上下水道など

＜分析＞

純資産 １，２６８億１，１７６万円

（純資産比率　６０．０４％）

投資等 １３３億２，４４１万円

現金や現金化できる財政調整基金など

※関公費のうち1億6,739万円が交付税の算定基礎に含まれる見込 人にかかるコスト ８３億６，３０４万円

＜分析＞

物件費

その他の支出 ２５億８，６０３万円

使用料・手数料 △８億６，０４８万円

分担金・負担金・寄附金 △８８億９，１５２万円

事業収益 △８１億５，１７３万円

経常的収支 ６９億３，９４７万円

公共資産整備収支 △９億　　３８８万円

その他の収益 △４億４，１３５万円

＜分析＞

＜分析＞

○ 水道事業においてＵＲ都市機構からの寄附金が皆減したた
め「分担金・負担金・寄附金」が、公立山城病院組合にお
いて診察報酬の改定により「事業収益」が減少していま
す。

「公共市産整備収支」では、前年度完了した相楽中部消防組合に
おける消防救急無線デジタル化整備事業などが減少したことによ
り、支出額が減少しています。

上記に加え、「水道事業」において、みなし償却を廃止し
たことに伴い、純資産の一部が負債へと振り替えられたた
め、期末純資産残他課は大幅に減少しています。

○

「経常的収支」の余剰（地方税や事業収入、保険料などの一般財
源）により、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の丌
足をまかなっています。

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」や
公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還や
基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財務書
類です。
どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

流動資産

これまでの世代が負担してきた、今
後返す必要がないものです。

「経常的収支」では、前年度に引き続き「社会保障給付」にかか
る支出が増加しているほか、「公立山城病院組合」において診療
体制を強化したことにより人件費が、「相楽郡整備塵埃処理組
合」において施設整備基金を廃止し、約６億５，０００万円を精
華町に返還したことなどにより補助金等が大幅に増加していま
す。

平成２６年度期首資金残高 ４６億６，３７８万円

市が投資や出資、貸付をしているものや、
特定の目的のために積み立てた基金など

１１５億５，７７１万円

　（うち現金

受益者負担率 ４４．１０％

○ 前年度に引き続き「社会保障給付」が増加しており、全国
的にも増加傾向となっています。

「相楽郡西部塵埃処理組合」において、打越台環境セン
ターの修繕などに充てるため積み立てていた施設整備基金
が、新クリーンセンターの供用開始に伴い丌用になるため
廃止することとし、基金残高から撤去整備分を除く約６億
５，０００万円を精華町に返還したことにより、「補助金
等」が大幅に増加しています。

○

△２１５億　　４０９万円

１，８６３億３，３９５万円

４８億１，６２５万円

１年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ
ストがかかったのかを表す財務書類です。

使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コス
ト」は、市税などでまかなうことになります。

○行政コスト計算書

経常行政コスト

７７億９，６３７万円

社会保障給付 ２１０億１，９６４万円

４８７億６，５３３万円

減価償却費

５２億２，２３９万円）

貸借対照表

木津川市が保有している財産です。
行政サービスの提供能力を表します。

これからの世代の負担として、将来返す
必要があるものです。

「純経常行政コスト」の増加に加え、地域の元気臨時交付
金や木津中学校の改築などにかかる補助金等の受入額が減
少したことにより、期末純資産残高は前年度と比べ減少し
ています。

○

このうち271億7,124万円（54.44％）が交付税
の算定基礎に含まれる見込み

地方債 ４９９億１，４８３万円

平成２６年度期末純資産残高 １，２６８億１，１７６万円

５７億６，２５０万円

補助金等 １１２億５，１１３万円

純資産の減少 △５６３億４，２９９万円

その他 １４億３，３２３万円

地方交付税

平成２６年度期末資金残高

資金収支計算書 補助金等 ４１億８，４００万円

純経常行政コスト ２７２億６，１２４万円

投資・財務的収支 △５４億７，６９８万円

△３１億５，９０１万円保険料

経常収益

その他 ２２５億４，９３１万円

５２億２，２３９万円

純資産変動計算書

引当金 ５９億４，６２０万円 純経常行政コスト △２７２億６，１２４万円

「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように
変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税などの経常的な財源が
どの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道
路、基金など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で
取得してきたかを表す財務書類です。

平成２６年度期首純資産残高 １，５５６億６，１５７万円

純資産の増加 ２７４億９，３１８万円

平成２６年度　木津川市財務書類４表 ○

＜連結＞

○

○

「普通会計」において、減価償却が進んだほか、「水道事業」において、今まで補助金等充当分を
控除した金額を帳簿価額とみなし、これを減価償却していく「みなし償却」を行ってました。しか
し、本年度から新公営企業会計制度を適用するに伴い、みなし償却を廃止し、今まで控除していた
補助金等充当分についても減価償却したため、減価償却累計額が増加し、「有形固定資産」は前年
度と比べ減少しています。
また、併せて今まで「純資産合計」に計上していた有形固定資産に係る諸分担金を長期前受金とし
て「負債」に整理したため、「負債」が大幅に増加し、純資産比率は６０．７４％（前年度比１
１．１６ポイント減）となりました。

○

上記のとおり「負債」全体としては増加していますが、償還により「地方債」や、職員数の減に伴
う退職手当引当金の減により「引当金」は減少しています。

○

○

○

○



出資 資本金

国民健康保険山城病院組合 一般会計 学研都市京都土地開発公社

相楽郡西部塵埃処理組合
買戻し 売却

相楽中部消防組合 繰入金

相楽郡広域事務組合 負担金 負担金 出資金

京都府市町村職員退職手当組合 負担金

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府自治会館管理組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 負担金 繰出金 指定正味財産

負担金 基金

負担金

京都府後期高齢者医療広域連合 国民健康保険特別会計 木津川市公園都市緑化協会

京都地方税機構 後期高齢者医療特別会計 木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

補助金 補助金 介護保険特別会計 木津川市ボランティア基金

負担金 負担金 公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

水道事業会計

会計間の取引は、連結時に内部取引として相殺消去されます。

資産 ２，１１２億１，６０７万円 負債 ８４４億　　４３１万円 経常行政コスト ４８７億６，５３３万円 純経常行政コスト ２７２億６，１２４万円

純資産 １，２６８億１，１７６万円 経常収益 ２１５億　　４０９万円

＜分析＞ ＜分析＞

「資産」では、「水道事業」「下水道事業」の占める割合が、「負債」では、それに加え「公立山城病院組
合」の占める割合が大きくなっています。

○

○

○

○

「水道事業」において、本年度から新公営企業会計制度を適用し、これに伴いみなし償却を廃止したことによ
り、今まで「純資産合計」に計上していた工事負担金などを長期前受金として「負債合計」に計上することと
したため、「純資産合計」は大幅に減少し、その分「負債合計」が大幅に増加しましたが、これは財源を明確
化するために会計上負債として分類している者であり、今後前受金は収益化されていくため、実質的負担の悪
化を意味するものではありません。

「純経常行政コスト」は、主に税金や地方交付税、補助金などでまかなわれており、「普通会計」
ではその傾向が強くなっています。「普通会計」以外では、「経常収益」や補助金などでまかない
きれない分について、「普通会計」からの繰出金や負担金で補てんしています。

○ 「経常収益」では、水道事業においてＵＲ都市機構からの寄付金が皆減したため分担金・負担金・
寄附金が前年度から減少しており、公立山城病院組合では診察報酬の改定により事業収益が減少し
ています。

「経常行政コスト」では、「国民健康保険事業」「介護保険事業」「公立山城病院組合」などの
「社会保障給付」にかかるコストが大きくなっています。

○

普通会計

山城病院組合

水道事業 ３２４億　　６０６万円

（ １５％ ）

下水道事業 ２７１億６，８５６万円

「資産合計」は「普通会計」の前年度と同程度の約１．６倍となったのに対し、「負債合計」は約２．２倍、
「純資産合計」は約１．３倍となっています。

山城病院組合 １２１億８，９２９万円

１，３２８億　　５６０万円

（ ６３％ ）

（ １３％ ）

（ ６％ ）

９３７億５，８８２万円

普通会計 １８７億２，６９１万円

後期高齢者医療広域連合

これまでの世代が負担してきた、今後返
す必要がないものです。

下水道事業

水道事業 １３億６，１３７万円 （３％）

普通会計 ３９０億４，６７８万円

（ ６４％ ）

特別会計 その他

行政コスト計算書

７６億６，９１４万円

○財務書類の範囲

山城病院組合 ６０億２，４４５万円

借入金
公社

広域連合

貸付金
普通会計

６６億４，６５６万円 （３％）

下水道事業

貸借対照表

その他
１４億２，８２７万円 （　２％）

水道事業 ２５１億４，９７５万円

（ ３０％ ）

１０５億６，８６８万円 （１２％）

　木津川市には、一般会計のほかに、国民健康保険などの公営事業や、水道事業などの公営企業などさまざまな特別会計があり、市
民のみなさんに密接にかかわる事業を行っています。また、山城病院組合や相楽中部消防組合などの一部事務組合など、市が負担金
を支出したり、出資を行っている団体もあります。
　これらを全て含んだ「連結財務書類」を作成することで、関連団体を含めた木津川市全体の財務状況を把握することができます。

１年間に提供された行政サービスにどの
くらいコストがかかったかを表します。

これからの世代の負担として、将来返す
必要があるものです。

木津川市が保有している財産です。
行政サービスの提供能力を表します。

税金などでまかなわなければならないコ
ストです。(経常行政ｺｽﾄ-経常収益)

１０億７，８５８万円 （４％）

負担金負担金

８２億１，０８１万円 （１０％）山城病院組合

その他

財務書類４表　附属資料

○

水道事業

一部事務組合

○

１９億１，２８９万円 （４％）その他
その他

行政サービスの対価として得られる、使
用料や保険料などです。

水道事業 ７２億５，６３１万円 （６％）

その他 ５２億１，８２７万円 （４％）

山城病院組合 ３９億７，８４８万円 （３％）

下水道事業 １６５億９，９８８万円

（ １３％ ）

普通会計

普通会計 １３億３，２９４万円 （６％）

国民健康保険事業 ５２億９，１４７万円

（ ２５％ ）

（ ３８％ ）

６９億８，８４３万円

（ １４％ ）

国民健康保険事業

（ ７４％ ）

介護保険事業 ４１億２，０９３万円

（ ９％ ）

（ ４６％ ）

（ １２％ ）
普通会計

１９億６，１２１万円 （４％）下水道事業

（ １６％ ）

１３億１，１９０万円 （５％）

△４億４，２６８万円 （△２％）
△５，３１６万円 （０％）

（ １６％ ）

１９億７，０４２万円 （７％）

１６億９，６９６万円 （６％）

介護保険事業

国民健康保険事業

４３億　　５２６万円後期高齢者医療広域連合

１７３億９，３９７万円

１８億　　４０５万円 （８％）水道事業

後期高齢者医療広域連合３３億６．３８８万円 （１６％）

下水道事業 ８億８，２６３万円 （４％）

６億　　　９９万円（３％）その他

介護保険事業 ２１億５，０５１万円 （１０％）

山城病院組合 ６０億７，７６１万円

（ ２８％ ）

繰出金 

負担金 

 

 

 

 

 

繰入金 

負担金 

負担金             負担金 

基金                出資 

木津川市全体 

連 結 


